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九州経済圏における輸出の現状

はじめに

近年、東アジア経済の成長は目覚ましく、日

本との貿易量も飛躍的に増大しています。

さらに、中国のＷＴＯ加盟、日本と東アジア

諸国とのＦＴＡ交渉の進展などは、日本と東ア

ジアの貿易をより活発化させ、物流量にも大き

な影響をもたらすものと予想されており、特に、

九州地域は東アジアに近接した立地条件を有し

ているため、今後東アジアとの一層の交易拡大

が期待されています。

そこで、今回は、門司税関が発表した「九州

経済圏（九州七県と山口・沖縄県）貿易概況

（２００７年分）」を基に、同経済圏の輸出状況の

特徴を探っていきます。

１．全国における輸出の動向

アジア各国への依存度が高い日本の輸出

日本における２００７年の貿易額は、約１５７兆６７４

億円と過去最高を更新しており、輸出額は前年

比１１．５％増の８３兆９，３１４億円と、２年連続で同

２ケタの増加となっています。

地域別の輸出額の構成比をみると、アジア向

けが４８．１％と約半分を占め、次いで北米、西欧

の順となっており、アジア、北米、西欧の３地

域の合計で全体の８４．４％を占めています。

１９９８年のアジアへの輸出額を１００とした指数

の動きを見ると（図１）、０７年には２３０と、大幅

に上昇しており、対アジアの輸出が活発化して

いることがわかります。

また、国別輸出額では、アメリカが２０．１％を

占めていますが、上位１６カ国の中で唯一前年比

マイナスとなっています。２位から５位は中国、

韓国、台湾、香港と東アジアの国が占めており、

上位１６カ国のうち、アジア地域が８カ国を占め

ています。

このように、中国や韓国などを中心としたア

ジア圏の国々が、わが国における最大の輸出先

であることがわかります。

２．九州における輸出の動向

九州の対アジア輸出は全国水準を上回る

一方、九州経済圏における０７年貿易額は、輸

出額が８兆７５１億円、輸入額が７兆９，７３８億円と、

全国と同様、輸出入ともに過去最高を更新して

います。

地域別の輸出額の構成比を見ると、アジアの

シェアが５６．５％と最大であり、かつまた、９８年

のアジアへの輸出額を１００とした指数は０７年に

は２７５と、九州経済圏における対アジア輸出は、

伸び率、構成比ともに全国を上回っています（図

１）。

高い経済成長を続けている中国、韓国と九州

経済圏との貿易額は、対中国で前年比４４．３％増

の１兆５，６０７億円、対韓国で同１６．１％増の１兆

地域経済調査

図１ 九州経済圏における輸出額推移表（対地域別）
【１９９８年＝１００】

図２ 九州経済圏における県別輸出総額

（出所）下関税関 （出所）下関税関
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２，１５３億円と、いずれも過去最高を記録してい

ます。

このように、九州経済圏におけるアジアとの

貿易は全国を上回るペースで増加しており、経

済の相互依存関係がより深化しているといえま

す。

輸出品目トップは自動車を中心とした「輸送用

機器」

また、九州経済圏における０７年の対世界輸出

品目の内訳をみると（表１）、最もシェアが高い

のは「輸送用機器」で全体の２８．２％を占めてお

り、さらにその大勢を「自動車」の輸出が占め

ています。次いで「電気機器」１９．９％、「原料

別製品」１６．９％、「化学製品」１３．６％、「一般機

械」１１．７％と続いていおり、「輸送用機器」、「電

気機器」、「一般機器」の３品目合計で、全体の

約６割を占めています。

一方、対アジア輸出品目では、「電気機器」

が２２．７％でトップのシェアとなっており、世界

向けでは最もシェアが高かった「輸送用機器」

は、アジア向けでは１１．３％の５位と、「電気機

器」のおよそ半分の水準となっています。

すなわち、九州経済圏の輸出は、対世界の輸

出額では、自動車を主体とする「輸送用機器」

が大きな割合を占めていますが、最大の輸出先

である対アジアでみると、「電気機器」や「化

学製品」などの割合が高く、多様な品目が輸出

されています。

３．九州各県における輸出の動向

０７年の九州経済圏における輸出額の県別構成

比をみると（図２）、最もシェアが高いのが福岡

県で全体の４９．６％を占めており、次いで山口県

２６．１％、大分県１６．４％、長崎県４．６％の順位と

なっています。そこで、この主要４県と工場立

地が好調な熊本県の輸出品目についてみてみま

す。

福岡県の輸出品構成

自動車と半導体が牽引役

福岡県の０７年の輸出品構成で最もシェアが高

いのは「半導体等電子部品」１６．９％を主要品目

とする「電気機器」２５．２％で、次に「輸送用機

器」２３．４％（「自動車」１９．４％、「船舶」１．６％等）

と続きます。従って、自動車と半導体等電子部

品が、福岡県の輸出を牽引しているといえます

（図３）。

山口県の輸出品構成

自動車及び関連部品が４割を占める

山口県の０７年の輸出品構成は「輸送用機器」

３７．７％のシェアが最も高く、その内訳は「自動

車」３７．５％、「自動車部品」２．９％などです。次

に高いのは「化学製品」２３．２％で、その内容は

石油・石炭関連製品など「有機化合物」１３．８％

が主品目となっています。山口県で最も輸出さ

れている品目は「自動車及び関連部品」となっ

ています（図４）。

表１ 九州経済圏における品目別輸出額
（単位：百万円）

対世界への輸出額 対アジアへの輸出額

品 名 価 額 構成比 品 名 価 額 構成比

１ 輸送用機器 ２，２７６，１７３ ２８．２％ 電気機器 １，０３５，０４０ ２２．７％

２ 電気機器 １，６０９，０８０ １９．９％ 化学製品 ８８５，６４１ １９．４％

３
原料別製品 １，３６１，４８４ １６．９％ 原料別製品 ８８０，９０３ １９．３％

うち鉄鋼 ６５６，６４４ ８．１％ うち鉄鋼 ５１８，２５５ １１．４％

４ 化学製品 １，０９４，５１７ １３．６％ 一般機械 ６１８，９４０ １３．６％

５ 一般機械 ９４２，５９２ １１．７％ 輸送用機器 ５１５，４８２ １１．３％

６ その他 ４７１，６７１ ５．８％ その他 ４０７，３６９ ８．９％

７ 鉱物性燃料 １３５，１５８ １．７％ 原料品 １０７，２０７ ２．３％

８ 原料品 １３１，８３６ １．６％ 鉱物性燃料 ７３，７７２ １．６％

９ 食料品 ５２，６４０ ０．７％ 食料品 ３８，２５７ ０．８％

総額 ８，０７５，１５３ １００．０％ 総額 ４，５６２，６１０ １００．０％
（出所）下関税関

図３ 福岡県の輸出品内訳

（出所）下関税関
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大分県の輸出品構成

電機メーカーの工場立地により電気機器の輸出

がトップ

大分県における０７年の輸出品目構成をみると、

シェアが最も高いのは「電気機器」３７．７％であ

り、以下、「原料別製品」２２．８％、「一般機械」

１２．８％と続いています。「電気機器」を詳細に

見ると、「映像機器」が９割強を占めており、

キャノンの工場立地などにより、「電気機器」

の生産および輸出が大幅に増加しているものと

考えられます（図５）。

長崎県の輸出品構成

機器・機械関連の輸出が全体の９割を占める

長崎県における０７年の輸出品目構成をみると、

シェアが最も高いのは「輸送用機器」６７．５％で、

以下、「一般機械」１７．７％、「電気機器」６．６％

と、この３品目で全体の約９割を占めています。

「輸送用機器」の中で

も大勢を占めるのがタ

ンカーや貨物船などの

「船舶」であり、長崎

県の輸出は、三菱重工

業や佐世保重工業を中

心とした造船業の輸出

が中心であることが窺

えます（図６）。

熊本県の輸出品構成

機器・機械関連の輸出

が全体の９割を占める

熊本県における０７年

の輸出品目構成をみる

と、シェアが最も高い

のは「一般機器」３９．１％、

次いで、「電気機器」

２２．９％となっています。

熊本県には、ホンダの

工場等が立地しており、

「原動機」を始め、自

動車関連部品等の輸出

割合が高くなっていま

す。また、デジタル家電向けや自動車関連向け

ＩＣ等の旺盛な需要を背景に、電気機器の輸出

シェアも拡大しています（図７）。

３．九州地域における貿易の今後の課題

「輸出産業の振興・育成」が、今後の課題

これまでみたように、九州経済圏における輸

出は年々増加傾向にあり、かつアジア諸国への

輸出額の伸びは全国を上回って推移しているも

のの、各県の主要輸出品目は、地域の産業構造

に即してそれぞれに違いが見られました。

しかし、九州のリーディング産業である電

子・通信機器など、輸出より輸入の伸びが高い

と予測されている品目も多いため、アジアの

国々との産業連携及び輸出産業の振興・育成を

図っていくことが、九州地域における貿易の今

後の課題であると考えます。 （横尾 直樹）

地域経済調査

図４ 山口県の輸出品内訳 図５ 大分県の輸出品内訳

（出所）下関税関 （出所）下関税関

図６ 長崎県の輸出品内訳 図７ 熊本県の輸出品内訳

（出所）下関税関 （出所）下関税関
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長崎県内企業の設備投資の動向 ～～２２００００８８年年度度はは前前年年度度比比減減少少見見込込みみ～～

企業動向調査アンケートの付属調査として設備投資についてのアンケート調査を実施しました。

その調査結果は以下の通りです。

�設備投資の実施（予定）状況
「設備投資」は、２００７年度以降減少傾向、かつ

製造・非製造業間で投資状況に格差

設備投資の実施（予定）状況をみると（表１）、

２００７年度（実績）は、「実施」が全産業で４２．９％

と半数を割り込んでいます。製造業と非製造業

とに分けてみると、「実施」の割合は、製造業

は０７年度以降５７．０％→４６．０％→４２．５％、非製造

業は同３６．３％→２９．６％→２４．３％と、両業種とも

に減少傾向となっています。０８年度以降も、製

造業・非製造業ともに「実施」の割合が半数を

割り込んでいますが、各年度とも設備投資の「実

施」の割合は製造業が非製造業を２０％近く上

回っており、両業種間の設備投資実施状況には

格差がみられます。

企業規模が大きい程、設備投資の実施割合は高い

設備投資実施（予定）状況を企業の資本金別に

みると（表２）、資本金「１億円以上」の企業の

「実施」割合は、０７年度以降７８．３％→７０．２％→

６４．４％と、高水準ながらも減少する見込みです。

また、資本金「５，０００万円以上１億円未満」の

企業では、「実施」割合は同４５．８％→５０．０％→

４５．２％と、およそ半数の企業で設備投資を実施

する見込みとなっています。一方、資本金「５，０００

万円未満」の企業では、「未実施」が「実施」

を大きく上回っており、企業規模が大きい程、

設備投資の実施割合が高い傾向にあります。

�設備投資資金の調達方法
自己資金による調達方法がトップ

設備投資資金の資金調達方法をみると（表３）、

０８年度（見込み）は、「自己資金」が６５．６％と最

も多く、次いで、「借入金（民間金融機関）」３８．２％、

「借入金（政府系金融機関）」１４．５％、「リース」

１４．５％の順になっており、０７年～０９年の推移を

みても、この順位に大きな変化はありません。

製造業と非製造業とに分けてみると、「自己資

金」での調達は非製造業が製造業を上回り、「借

入金（民間金融機関）」での調達は製造業が非製

造業を上回っています。

表３ 設備投資資金の調達方法
全産業 製造業 非製造業

０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画）
Ｎ＝１５４ Ｎ＝１３１ Ｎ＝１０３ Ｎ＝６４ Ｎ＝５３ Ｎ＝４４ Ｎ＝９０ Ｎ＝７８ Ｎ＝５９

自己資金 ６７．５％ ６５．６％ ６６．０％ ６５．６％ ６２．３％ ６１．４％ ６８．９％ ６７．９％ ６９．５％
借入金（民間金融機関） ３１．８％ ３８．２％ ３３．０％ ３５．９％ ３９．６％ ４０．９％ ２８．９％ ３７．２％ ２７．１％
借入金（政府系金融機関） １５．６％ １４．５％ １５．５％ １４．１％ １８．９％ １８．２％ １６．７％ １１．５％ １３．６％

リース １５．６％ １４．５％ １４．６％ １５．６％ １１．３％ １５．９％ １５．６％ １６．７％ １３．６％
国・県等からの助成金 ５．８％ ４．６％ ２．９％ ３．１％ １．９％ ０．０％ ７．８％ ６．４％ ５．１％
借入金（その他の機関） ３．９％ ４．６％ ６．８％ ３．１％ ３．８％ ２．３％ ４．４％ ５．１％ １０．２％

増資 １．９％ ０．８％ ２．９％ ３．１％ ０．０％ ２．３％ １．１％ １．３％ ３．４％
その他 １．９％ ２．３％ １．９％ １．６％ １．９％ ２．３％ ２．２％ ２．６％ １．７％

表２ 資本金別の設備投資実施（予定）状況
０７年度設備投資（実績） ０８年度設備投資（見込み） ０９年度設備投資（計画）
実施 未実施 実施 未実施 実施 未実施
Ｎ＝１５３ Ｎ＝２０５ Ｎ＝１２３ Ｎ＝２２９ Ｎ＝１００ Ｎ＝２３１

資
本
金

１００万円以上～
５００万円未満 １６．７％ ８３．３％ １５．４％ ８４．６％ ８．３％ ９１．７％

５００万円以上～
１，０００万円未満 ４６．７％ ５３．３％ ２０．０％ ８０．０％ ２１．４％ ７８．６％

１，０００万円以上～
５，０００万円未満 ３６．３％ ６３．７％ ２６．６％ ７３．４％ ２２．０％ ７８．０％

５，０００万円以上～
１億円未満 ４５．８％ ５４．２％ ５０．０％ ５０．０％ ４５．２％ ５４．８％

１億円以上 ７８．３％ ２１．７％ ７０．２％ ２９．８％ ６４．４％ ３５．６％

表１ 設備投資の実施（予定）状況
０７年度実績 ０８年度見込み ０９年度計画

全産業
実施 １５４ １２３ １００

４２．９％ ３４．８％ ３０．１％

未実施 ２０５ ２３０ ２３２
５７．１％ ６５．２％ ６９．９％

製造業
実施 ６５ ５２ ４５

５７．０％ ４６．０％ ４２．５％

未実施 ４９ ６１ ６１
４３．０％ ５４．０％ ５７．５％

非製造業
実施 ８９ ７１ ５５

３６．３％ ２９．６％ ２４．３％

未実施 １５６ １６９ １７１
６３．７％ ７０．４％ ７５．７％
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�設備投資の目的
「設備更新」が最大の投資目的

０７年度の設備投資の目的をみると（表４）、全

産業ベースの１位が「設備更新」７４．０％で、０８

年度以降も６９．４％（１位）→８３．５％（１位）と、最

大の投資目的となっています。２位の「能力増

強」２１．３％は、０８年度には２８．９％まで上昇する

見込みです。また、「合理化・省力化」も、「能

力増強」と同率同順位ですが、０８年度以降１４．９％

（４位）→１０．３％（４位）と、０７年度と比べて低下

傾向にあります。「情報機器の導入」は、０７年

度 以 降１６．７％（４位）→１５．７％（３位）→１１．３％

（３位）と、その割合は低下傾向にあり、情報機

器の導入は一巡しつつあるものと思われます。

製造業：「能力増強」目的の設備投資増加

製造業の設備投資の目的をみると、０７年度３

位の「能力増強（２８．８％）」が、０８年度は２位

（４４．２％）となっています。これは、輸送用機械

など機械関連産業において、豊富な受注残高を

確保しつつ、更に高まる需要に対応するために

生産能力の向上を図っているものと思われます。

また、０７年度２位の「合理化・省力化」を目的

とした設備投資は、０７年度以降３１．８％（２位）→

２５．０％（３位）→１５．９％（３位）と、先行き半減す

る見込みです。

非製造業：「新規事業」への動き徐々に強まる

非製造業の設備投資の目的をみると、０７年度

２位の「情報機器の導入」が、０７年度以降１６．７％

（２位）→１３．０％（４位）→１１．３％（３位）と、徐々

に減少しています。また、０７年度５位だった「合

理化・省力化」は、０８年度以降、ランク外の６

位→７位となる一方で、０７年度ではランク外の

６位だった「新規事業」が、０８年度以降１３．０％

（４位）→９．４％（５位）と上位にランキングして

います。特に、建設業、卸売業、小売業などで、

「新規事業」を目的とする設備投資の割合が高

くなっています。

�設備投資金額
投資額５億円以上の大型投資が増加

全産業ベースの設備投資金額の状況をみると

（表５）、０７～０９年度ともに「１億円未満」の設

備投資が全体の約７割を占めており、長崎県内

企業では「１億円未満」の設備投資規模が中心

であることが分かります。一方、「５億円以上」

の設備投資については、０７年度以降４．９％→

８．８％→７．１％と、僅かながら上昇しており、特

に、非製造業では「５億円以上」の投資割合が

０８年度で９．８％に上昇しています。

（横尾 直樹）

地域経済調査

表５ 設備投資金額の状況
全産業 製造業 非製造業

０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画）
Ｎ＝１４４ Ｎ＝１１３ Ｎ＝８４ Ｎ＝６４ Ｎ＝５２ Ｎ＝４２ Ｎ＝８０ Ｎ＝６１ Ｎ＝４２

１億円未満 ７２．２％ ６９．９％ ７０．２％ ７１．９％ ７３．１％ ７３．８％ ７２．５％ ６７．２％ ６６．７％
１億円以上～２億円未満 １１．８％ １３．３％ １４．３％ １０．９％ １５．４％ １４．３％ １２．５％ １１．５％ １４．３％
２億円以上～３億円未満 ４．９％ ３．５％ ２．４％ ６．３％ １．９％ ０．０％ ３．８％ ４．９％ ４．８％
３億円以上～４億円未満 ２．１％ １．８％ ３．６％ １．６％ ０．０％ ４．８％ ２．５％ ３．３％ ２．４％
４億円以上～５億円未満 ４．２％ ２．７％ ２．４％ ６．３％ １．９％ ０．０％ ２．５％ ３．３％ ４．８％
５億円以上 ４．９％ ８．８％ ７．１％ ３．１％ ７．７％ ７．１％ ６．３％ ９．８％ ７．１％

表４ 設備投資の目的（上位５項目）
全産業 製造業 非製造業

０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画）
Ｎ＝１５０ Ｎ＝１２１ Ｎ＝９７ Ｎ＝６６ Ｎ＝５２ Ｎ＝４４ Ｎ＝８４ Ｎ＝６９ Ｎ＝５３

１位
設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新
７４．０％ ６９．４％ ８３．５％ ７２．７％ ６３．５％ ８６．４％ ７５．０％ ７３．９％ ８１．１％

２位 能力増強、
合理化・省力化

能力増強 能力増強 合理化・省力化 能力増強 能力増強
情報機器の導入、
その他

その他 能力増強
２８．９％ １９．６％ ３１．８％ ４４．２％ ２７．３％ １８．８％ １３．２％

３位
情報機器の導入 情報機器の導入 能力増強 合理化・省力化 合理化・省力化 能力増強

情報機器の導入、
その他２１．３％ １５．７％ １１．３％ ２８．８％ ２５．０％ １５．９％ １６．７％ １７．４％

４位
情報機器の導入 合理化・省力化

新規事業、
合理化・省力化

情報機器の導入 情報機器の導入
情報機器の導入、
新規事業

能力増強
情報機器の導入、
新規事業１６．７％ １４．９％ １６．７％ １９．２％ １５．５％ １１．３％

５位
その他 その他 新規事業 新規事業 合理化・省力化 新規事業
１３．３％ １３．２％ １０．３％ １０．６％ １１．５％ １１．４％ １３．１％ １３．０％ ９．４％
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